
第１項  各箇所で要員が逼迫している現実があるのか明らかにすること。また、適正な要員配

置となるよう対策を講じること。 
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７月１１日に行われた八王子地本第３０回定期大会において、代議員からまた「融合と連携」

加速する中で相互運用や要員逼迫、お客さまサービスと安全レベルの低下を懸念する職場か

らの悲痛の声があげられていました。 

 定期大会で出された発言をもとに以下の４項目を申し入れ、団体交渉をおこないました。 

鉄道業を１年毎日回す上での要員数（＝出面数）が 

下回ってなければ要員逼迫ではない。 

要員が逼迫している認識はあるか？ 

 

会社回答としては書いてある通りだが、年休申請

が重なるなど事情等により、休日出勤や時間外労

働が発生していることは認識している。 

出面数を確保していれば要員逼迫

でないということか？ 

社員の健康管理からすると超勤

や休日出勤は少ない方が良いと

思っているが、会社として減らす

考えはあるのか？ 

減らすことはその通り。社員が健康に活躍して頂くことが

会社の目指す方向。柔軟でメリハリある働き方や、技術

革新で資料作成の削減を図る事などを通じて時間外労

働の削減に取り組んでいく。 

 
休日出勤・超勤を減らしていく事はお互いに確認！ 

２０２５年度と比較すると増加傾向。 休日出勤や超勤の発生時間の実績は？ 

２０２５年度のデーターになるが全系統で増加傾向

にある。 

系統ごとに時間は出せないのか？ 

災害等の対応もあるため労働時間の実績だけをもって 

多い少ないは比較できないが、統括センターの平均で 

１７５時間９分、設備技術センターの平均で２９１時間６分。 

系統ごとそれぞれの平均時間

を教えてもらいたい。 



第１項  各箇所で要員が逼迫している現実があるのか明らかにすること。また、適正な要員配置

となるよう対策を講じること。 
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超勤に関してはフレックス制度上問題ない

が、フレックス導入の目的ではないと思う。 

超勤をするための制度ではない。 

組織再編により超勤時間が増えている職場実態を出しました！ 

我々からすれば超勤が増加傾向であることは業務量が逼迫している認識。実態として、とあ

る社員の先月の超勤が４８時間だったが、組織再編前は概ね月１０時間程度であった。 

また他の社員の実態として、２０２４年度で年間７９時間、２０２５年度になると年間２１６時

間、２０２６年度は８月末時点で１３１時間となりどんどん増えている。明けの後に超勤対応で

パートナー会社と打ち合わせを行う社員もいる。 

 

そうでなければフレックスの導入が

悪用されている。この現状でも要

員逼迫の認識はないのか？ 

 

会社としての考えは変わらないが、職場実績を語って頂い

た事象が無いようにして行く。月２０時間以内の超勤削減

目標も出しているので減らしていくようにしていく。 

 

休日出勤が増えれば休めないから健康面の

問題になる。内勤の指導も乗務すれば疑問が

あっても指導に聞くこともできない。極めて

安全の問題になるがその認識はあるのか？ 

 

乗務に関してわからないことがあれば、指導

に聞くことができる仕組みづくりをしていかな

いといけない。 

 

乗務がお盆輸送期間中に添乗した際に、乗務している管理

者に多く会ったと掲示に書いてあった。副長が乗務してい

るとなれば内勤も乗務しているはず。副長や内勤の乗務は

異常時の乗務であったはずだが、今は年休を取らせるため

の要員の穴埋めになっている。この認識はあるのか？ 

 

不可的要素で乗務することはある事は把

握している。要員確保のための穴埋めで

乗る事は良い状態ではない認識はしてい

る。引き続き必要な要員は確保していく。 

 

指導がいない時は誰に聞けばいいのか？ 

 

管理者もいる。 

管理者が責任もって答えてくれることでよいか？ その通り。 

そもそも出面数管理の問題がある。だからこれだけの問題が出て

いるし、職場で人がいないと声が出ている。１人が１件年休を申し

込んだらあとは休日出勤が前提になってしまう。この現状が何年

も続いているのは出面数管理の問題ではないか。 

出面数管理の問題は

認識していない。 
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第2項   除草・伐採対応についてお客様の声や乗務員等の報告による発生状況を明らかにする 

こと。また、除草・伐採作業による業務負担が大きいことから作業を軽減するための対策 

を講じること。 

会社として除草・伐採作業は減らしていきたいか？

このままの推移でいいのか？ 

 

従業員の負担もあるので、除草・伐採作業

の平準化は続けていく考え。 

乗務員の声に関しての伐採対応も毎年行っている場所

をピックアップして根本的な取り組みをしてほしい。 

 

意見は受け止めたい。必要な予算を

つけて除草をしていく。 

 

除草になると直轄で何とかしている。そうな

ると通常業務に支障が出る。熱中症の問題も

出てくる。お金をしっかりかけてほしい。 

 

除草は 1回切っても2週間すれば生えてくる。抜

本的対策がかけられないかを考えていく。熱中

症対策もあるので全系統で行っていく課題。 

 

第3項  在勤地指定がない場合の通勤手当の考え方を明らかにすること。 

甲府在住の社員が９割以上甲府に出勤しているのに、

八王子所属の扱いになる事から通勤経路が八王子に

なっているため標準報酬が上がり税金が多くなり事

から手取りが減る不利益がある。 

柔軟な働き方に対応するため八王子所属としてい

る。標準報酬は年金や保険の給付水準の増額にも

影響していく。有利不利を判断するところではな

い。その場では手取りが減っているが将来的には

年金や保険が増える可能性もある。 

 

通達が出ていることはわかるが、甲府で働いて

いる現実から考えると問題として感じている。 

 

規定に則り扱っている。通勤箇所を甲府に 

するのは難しい。 

職場の実態として示したので考えてほしい。 

職場内での説明もしてもらいたい。 

社員のみなさんにはお伝えしたい。 

そもそも月の９割が甲府出勤なのに、ほとんど行か

ない八王子を勤務地にしている理由は？ 

 

本社から通達として本人４９２号を出し、 

周知している。 
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第4項  安全が経営のトッププライオリティであることから、事故事象が発生した際は４M４Ｅ手法等

を用いて適切な原因究明を行い、実効的な対策を講じて事故の再発防止を行うこと。ま

た、現場社員が不安なく従事出来るよう、現場社員の声をもとに対策を講じること。 

今年の３月に発生した初狩駅の人身傷害

事故でどのような対策を取ったのか？ 

 

設備には瑕疵はない。より良い状況にしていくため転落 

箇所が見やすいように照明とＣＰラインを設置している。 

昔、青梅線の川井駅でも同様の死亡事故が発生 

したが、原因究明をしてその結論に至ったのか？ 

会社として設備に瑕疵はないが、安全を考えて 

照明とＣＰラインを設置した。 

我々からすれば対策が弱い。瑕疵があればこれでは済まないし、

瑕疵が無くても問題がある認識。川井駅は転落防止マットやカメ

ラもあるのに、初狩駅の同事象は対策が弱くないか？我々も 

原因究明をしてきたが転落検知マットの設置に至っている。 

 

様々な中身を洗い出した。現地に

行き更なる安全レベルの向上を 

検討した結果になる。 

転落検知マットを設置する有無の差はあるのか？ 

転落検知マットの設置に至らなかった理由が 

分からない。社員は対策を注目している。 

 

速やかに安全対策を考えた。マット設置の

工期は３年程度あるので、速く対応できる

照明とＣＰラインを行った。  

せっかく対策を行っているのに、現場に浸透しきれていない。 

現場から不安の声が上がっている。 

初狩駅の事故は最初のうちは周知されていたが、今は経過も 

わからない。原因究明がしっかり行われているかも、わからな 

いのでこの場で出した。 

 

副長までには周知している。 

各箇所の取り扱いは各箇所に

任せている。最終報の扱いを

確認したい。 

 

とある職場における掲示に関し

ては書き方について指導をし

た。誰かがやり玉に挙げられる

ことは良い事ではない。引き続

き対策をしていく。 
 

とある職場ではこの事故に関する書面で、乗務員の責任のよ

うに書かれている。最終報まで出さないと乗務員に責任が続

いていく。注意喚起として速報を出すのは否定しないが、本

来ある情報が途中で止まるのは如何なものか？ 

 
他箇所の事象でも他山の石として周知することは必要だと思う。 

しかし部内要因であるときは誰かが悪者になってしまう。ＪＲ西日本

では見せしめの日勤教育で社員を追い込んでしまった。わが社にお

いて、そんな事は無いということでよいか？ 
 


